
◎中小企業の経営の改善発達を促進するための中小企業信用保険

法等の一部を改正する法律 
（平成二九年六月一四日法律第五六号）   

一、提案理由（平成二九年五月一二日・衆議院経済産業委員会） 

○世耕国務大臣 中小企業の経営の改善発達を促進するための中小企業信用保険法等の

一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 信用保証は中小企業の資金繰りを支える制度であり、中小企業がライフステージの中

で必要とする多様な資金需要に対応できるものとしていくことが重要です。他方、金融

機関が過度に信用保証に依存することとなると、事業性評価融資や、その後の期中管

理、経営支援への動機が失われるおそれがあるといったことも指摘されております。 

 このため、創業・事業承継時や危機時等における中小企業の資金需要に一層きめ細か

く対応するとともに、信用保証協会と金融機関が連携して中小企業への経営支援を強化

していくことで、中小企業の経営の改善発達を進める仕組みを構築する必要がありま

す。 

 以上が、本法律案を提案した理由であります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、大規模な経済危機、災害等により著しい信用の収縮が全国的に生じる場合に

備えて、あらかじめ適用期限を区切って発動する危機関連保証を創設いたします。 

 第二に、特別小口保険の付保限度額を一千二百五十万円から二千万円に引き上げると

ともに、創業関連保証の付保限度額を一千万円から二千万円に引き上げます。 

 第三に、中小企業の代表者が経営の承継時に必要とする株式取得資金等を信用保険の

対象とします。 

 第四に、信用保証協会の業務に中小企業への経営支援を追加するとともに、業務を行

うに当たっては信用保証協会と金融機関が連携する旨を規定いたします。 

 以上が、本法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げま

す。 

二、衆議院経済産業委員長報告（平成二九年五月二三日） 

○浮島智子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、中小企業の経営の改善発達を促進するため、中小企業の資金繰りを支える信

用補完制度について所要の措置を講じようとするものであります。 

 その主な内容は、 

 第一に、大規模な経済危機、災害等により著しい信用の収縮が全国的に生じる場合に

備えて、新たなセーフティーネットとして危機関連保証を創設すること、 

 第二に、小規模事業者や創業者に対する支援を拡充すること、 



 第三に、中小企業に対する経営支援強化のため、信用保証協会と金融機関が連携を図

る旨を規定すること 

等であります。 

 本案は、去る五月十一日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、同日本委

員会に付託されました。 

 本委員会におきましては、十二日世耕経済産業大臣から提案理由の説明を聴取した後、

十七日質疑に入り、同日参考人から意見を聴取し、十九日質疑を終局いたしました。質

疑終局後、討論、採決を行った結果、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべき

ものと議決いたしました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年五月一九日） 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 中小企業に対する金融機関の経営支援を促すため、信用保証協会及び金融機関の連

携により、保証付き融資及びプロパー融資の適切な組み合わせによるリスク分担を一

層推進するとともに、金融機関のリスク分担状況について、モニタリングの実施等に

より、その実効性の確保に努めること。 

二 金融機関において、目利き力を持った人材の育成・確保等により、適切な事業性評

価に基づく融資能力の向上が図られるよう、必要な支援及び指導を行うとともに、職

員の目利き力の発揮状況を含む業務実績が適正に評価されるよう努めること。 

三 不況業種に係る経営安定保証については、保証割合が八割に縮減されることから、

充分な周知期間の確保及び丁寧な説明等により、中小企業及び関係団体に混乱が生じ

ることのないよう充分な配慮を行うとともに、不況業種において貸し渋り等により資

金調達に突然の困難が生じることのないよう注視し、不況業種の中小企業に対する金

融機関の経営支援が確保されるよう努めること。 

四 危機関連保証については、大規模な経済危機や災害等により著しい信用収縮が生じ

た際に、政府が前面に立って中小企業の事業継続を支え、資金繰りに支障を来すこと

がないよう、透明性の確保の下、迅速かつ的確な対応を行うための体制の整備に万全

を期すること。 

五 信用保証協会の業務に中小企業に対する経営の改善発達支援が追加されたことに伴

い、各協会が地域の実情に応じつつ、必要な人材の育成・確保等に努め、実効ある経

営支援機能が確実に発揮されるよう必要な指導監督を行うほか、経営支援の取組みに

地域による格差が生じないよう、全国の各協会の支援体制の底上げを図ること。 

六 信用保証協会が管轄区域を見直すことにより、スケールメリットを発揮し、事業の

一層の効率化が図れるよう、組織の再編を行う場合は、適切な措置を講じること。 

七 信用補完制度に対する国庫負担については、近年減少傾向にあるものの引き続き多



額の予算措置が講じられている現状に鑑み、国民負担の軽減及び制度の持続可能性を

確保する観点から、各信用保証協会の財務の健全性確保、業務の効率化及びガバナン

スの一層の強化を図るとともに、信用保証協会による保証業務や保証基準の在り方に

ついても、不断の検証及び見直しを行うこと。また、信用保証協会への天下りについ

てはその抑制に努めること。 

八 中小企業の自立の促進、生産性や操業・廃業率の向上、ひいては我が国経済の新陳

代謝を図るといった中小企業支援の目的に沿って信用保証協会が業務を遂行するよう、

政府は先進各国との比較も含めて我が国の信用補完制度の引き続きの検証を行い、所

要の措置を講ずること。 

九 信用保証協会及び政策金融機関等の中小企業金融に携わる者は、納税者である国民

の信頼を損なうことのないよう、倫理観の向上及びコンプライアンスの徹底を図り、

政策金融に対する理解の促進と信頼の醸成に努めること。また、政府は、中小企業の

経営の改善発達を促進する観点から、政策金融全般の在り方について適切な見直しに

向けた検討を行うこと。 

三、参議院経済産業委員長報告（平成二九年六月七日） 

○小林正夫君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、中小企業の経営の改善発達を促進するため、著しい信用の収縮に対処す

るための危機関連保証の創設及び特別小口保険等の付保限度額の拡充を行うとともに、

信用保証協会と金融機関の連携による中小企業に対する経営の改善発達の支援の強化等

の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、信用保証協会と金融機

関の連携により、中小企業支援の実効性を高めるための方策、セーフティーネット保証

五号の保証割合見直しによる影響と政府の対応、危機関連保証の実効性を確保する必要

性、創業関連保証の付保限度額引上げに期待される効果等について質疑が行われました

が、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終了し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して岩渕委員より反対す

る旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年六月六日） 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 信用保証協会と金融機関の連携を図ることが法文上明記されたことを踏まえ、その

趣旨を金融機関の現場まで周知徹底すること。また、両者が、事業者ごとにプロパー



融資と保証付き融資による適切なリスク分担を行い、緊密に連携して中小企業の経営

改善支援や事業再生に着実に取り組むよう、取組状況のモニタリングや金融仲介機能

のベンチマークの活用等により、その実効性の確保に努めること。 

二 保証割合が八割に縮減される不況業種に係る経営安定保証については、事業者に対

し丁寧な説明を行うとともに、融資等の状況について把握し、相談対応の充実や政策

金融機関の補完的な活用等により、中小企業とりわけ小規模事業者の資金調達に混乱

が生じることのないよう十分に配意すること。 

三 危機関連保証については、危機時の売上減少や信用収縮等の状況を速やかに把握し、

迅速かつ的確な対応を行うための体制を整備すること。あわせて、透明性の確保のた

め、十分な情報開示を行うこと。 

四 信用保証協会が地域の実情に応じ、人材の育成・確保等に努め、実効ある経営の改

善発達支援が確実に実施できるよう支援するとともに、各協会の支援体制の底上げを

図ること。また、信用保証業務や経営の改善発達支援業務に関する情報開示や外部評

価を推進し、ガバナンスの向上に努めること。 

五 今般の制度改正による効果を検証し、国民負担の軽減及び制度の持続可能性向上の

観点も踏まえ、引き続き信用補完制度について検討を加え、所要の措置を講ずること。 

  右決議する。 


